


photo: 
HALO	TRUST（p.12上）
AAR	Japan（その他）



活動の 5 本柱

AAR Japan［難民を助ける会］は「緊急支援」「障がい者支援」「地雷・不発弾対策」
「感染症対策」「啓発（国際理解教育）」を5本の柱に活動しています。

緊急支援
災害や紛争が起こった際に、難民や帰還民、被災者への緊急支援を行います。
＊AARはジャパン・プラットフォームの参加団体です。

障がい者支援
地雷被害者などの障がい者のための車いす製造・配付や、職業訓練、理学療法、
災害時支援、地域に根ざしたリハビリテーション（CBR）を実施しています。

地雷・不発弾対策
地雷や、クラスター爆弾などの不発弾の被害にあわないための教育や、被害者
支援、除去支援などの対策を行っています。

感染症対策
HIV/エイズ対策やマラリア予防などの感染症対策を行っています。

啓発（国際理解教育）
国内ではチャリティコンサートなどのイベントや報告会の開催、訪問学習の受
け入れ、講演などの国際理解教育や、政策提言に積極的に取り組んでいます。

活動にあたって
私たちは、支援活動を実施するにあたり、以下の点に配慮して活動します。
◆ 防災・減災・レジリエンス（復元力の強化）の視点を持つこと。
◆ ジェンダー・障がいをはじめ、弱者や少数者に配慮した視点を持つこと。
◆ "Do No Harm"（支援活動が弊害をもたらさない）の原則を守ること。
◆ 地元の方々の主体性を尊重し、人材育成を心がけること。
◆ 不偏不党の立場を貫くこと。

※ 「難民」とは、難民条約では「人種、宗教、国籍、政治的意見やまたは特定の社会集団の一員であるなどの理由で、 
迫害を受ける、あるいは迫害を受ける恐れがあるため、自国に戻ることができないか戻ることを希望しない人々」と定義 
されています。AARでは、この定義に合致する人々に加えて、困難な状況下にある人々を広く「難民」と捉え、中でも
より弱い立場にある方々を長期的な視点をもって支援していくことを中心に、活動を行っています。

※ 「地雷回避教育」とは、普段聞きなれない言葉ですが、市民が地雷の被害にあわないようにするための教育です。具体的
には、どのような場所に地雷が埋まっている可能性が高いか、地雷を見かけたらどうすればいいか、などの知識を教え
ています。AARではこの活動をよりわかりやすく適切に示す言葉を今後模索していきます。













里子たちとその家族が遠足に出かけた。普
段は会うことが少ない里子同士が交流を深
めた（2014 年 12月）

2	子どもの未
あ し た

来プログラム（里親制度）
実施地	 ミャンマー連邦　ヤンゴン市内

目的	 知的および身体障がい児の身体機能の維持・向上を図ると
ともに、彼らに教育や社会交流の場を提供する。また家族
の障がい児に対する意識改善と介助能力の向上を図る

実績	 現地NGOへの支援を継続するとともに、障がい児のいる
家庭に対し、リハビリテーションの実施・指導、補助具供
与、就学支援を行った。また、障がい児とその家族に対し
啓発活動を実施し、衛生状況の改善を促した。障がい児や
家族が地域住民と交流できる機会として遠足を実施したり、
学校関係者や地域住民の障がいに対する理解や障がい児教
育の重要性についての理解促進を目的とした啓発ワーク
ショップを実施した。

受益者	 ヤンゴン市内の知的・身体障がい児：40人、障がい児の家
族約110人、障がい児施設へ通う障がい児とその家族およ
び施設のスタッフ：235人、地域の学校教員および地域住
民：約100人

3	カレン州における地雷被害者を含む国内避難民の
衛生・生活環境改善
実施地	 ミャンマー連邦　カレン州ラインブエ地区　ティサエイ

ミャイン村

目的	 地雷被害者を含む国内避難民の居住するカレン州ティサエ
イミャイン村において、住民の水への平等かつ安定的なア
クセスが保障され、衛生環境が改善されることを目的とす
る。また、村落住民に対し、衛生啓発活動を実施すること
で基礎的な衛生知識を村内に普及させ、住民が主体的かつ
継続的に衛生環境を改善できるようになるよう促す

実績	 ティサエイミャイン村において、損傷の激しかった配水管
を耐久性の高いものと交換することで、村民の平等な水へ
のアクセスを確保した。また、バリアフリートイレを含む
公衆トイレ計75基を新設し、障がい者を含めた全ての住民
が衛生的なトイレを利用できるようになった。並行して開
催したワークショップやイベントには、のべ約3,500人が
参加し、村民自らが継続して衛生的な生活を営むための知
識を身につけた。

受益者	 村民：約1,000人

水の大切さを知ってもらうイベントを実
施。衛生啓発活動のワークショップに全
て参加した子どもたちには皆勤賞を贈った
（2015 年 3月）
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アフガニスタン ・

イスラム共和国
カブール事務所

1999年より絵本「地雷ではなく花をください」の純益を活用し地雷除去を
実施。2001年のアメリカ等によるアフガニスタン空爆を受け、2002年に
首都カブールおよび北東部タカール州の州都タロカンに事務所開設。地雷回
避教育や理学療法によるリハビリテ ー ションを開始した。北東部の事業は
2008年に同地域で活動する他NGOに移管した。

■2014 年度事業決算： 59,585,310円

1地雷回避教育・地雷被害者を含む障がい者支援

実施地 アフガニスタン ・ イスラム共和国 カブール県、 バルワ ー

ン県

目的 地雷、 不発弾および即製爆発装匿(IED)の危険性と適切な回

避方法を普及させる地雷回避教育活動、 および地雷・不発
弾被害者を含む障がい児の教育へのアクセスを拡大する支
援活動を通じて、 アフガニスタンにおける地雷、 不発弾お

よび即製爆発装囲に起因する被害の低減および被害者の生
活の賃の向上に寄与する

実績 地雷および不発弾による汚染がいまだ著しいカブール県お

よびパルワ ー ン県において、 移動映画教室を開催し、 地雷．

不発弾および即製爆発装囲の危険性と適切な回避方法に関
する知識を普及させた。 パルワ ー ン県では、 地域主体型地

雷回避教育を実施するべく、 地域住民から指導員を選出し

て育成し、 地域社会が主体的に地雷回避教育に取り組む体
制を構築した。 また、 パルワ ーン県では学校施設のバリア

フリ ー化と啓発活動を通じて、 地雷・不発弾の被害者を含
む障がい児の教育へのアクセスを改善した。

受益者 移動映画教室：のべ20,424人

地域主体型地雷回避教育：指導員160人の育成、 講習会受
講者のべ52,428人

地雷被害者を含む障がい者支援：障がい児9人。 家族や学
校関係者、 地域住民のべ17,580人
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アフガニスタン ・ イスラム共和国

2地雷・不発弾除去支援

実施地 アフガニスタン ・ イスラム共和国 バグラン県

目的 地雷汚染地域であるバグラン県ズシ地区およびナフリン地

区の地雷 ・ 不発弾を除去し、 事故の減少と安全な生活圏の

確保に貢献する

実績 イギリスの地雷除去NGOと協力し、 バグラン県ズシ地区お

よびナフリン地区の3村落（計637世帯）において、 地雷

および不発弾除去活動を行い、 対人地雷49個、 不発弾2個

を除去した。

受益者 除去作業対象領域住民 約637世帯（約4,650人）

3アフガニスタン市民社会の能力強化

実施地 アフガニスタン ・ イスラム共和国 19県

目的 アフガニスタン市民社会組織(CSO)の実務能力を強化する

とともに、 アフガニスタンCSO内の連携を促進する

実績 アフガニスタンの代表的な2つのCSOネットワ ー ク組織に

よる、 同国19県のおよそ1,400人のCSOメンバーに対す

る組織の能力向上のための研修の実施を支援した。 具体的

な研修内容は、 事業運営、 財務管理、 行動規範、 NGO法，

所得税法、 労働法、 英語 ・ コンピュ ーターなど、 CSOの実

務に不可欠な科目であった。 なお、 本事業は、 AARに加え、

特定非営利活動法人ピースウィンズ ・ ジャパン(PWJ)、 特

定非営利活動法人日本国際ボランティアセンター (JVC)、

一般社団法人シビルソフィア(CS) の計4団体による共同

事業として実施した。

受益者 アフガニスタンのNGO職員、 市民団体メンバーおよび政府

関係者およそ1,400人

4 バダフシャン県水害被災者支援

21 頁をこ覧ください

バグラン県ズシ地区で地雷探知機を使用し
て地雷の埋設場所を探す除去員 (2014 年）
©HALO Trust 
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2	地雷廃絶キャンペーン
実績	 地雷被害者の権利に関する国際会議（5月コロンビア）に

東京事務局職員2名が参加、また、対人地雷禁止条約第3
回検討会議（6月モザンビーク）には東京事務局員1名、海
外駐在員1名および現地職員1名が参加し、AARの地雷対
策活動を積極的にアピールすると同時に、諸各国の地雷対
策関係者と情報交換を行った。

さらに、12月17 ～ 19日、対人地雷禁止条約の発効から
15年を記念して、地雷写真展「女性と地雷」を憲政記念館
で開催。12月18日には記念式典も実施し、対人地雷全面
禁止推進議員連盟や各国大使館より来賓の出席があった。

3	障がい者支援
実績	 障がい者支援事業担当職員による月次会議や役職員による勉強会を通じて、AARが実施する国内外

の様々な支援活動の成果や課題を共有すると同時に、国際的な潮流であるインクルーシブ教育や権利
に基づく支援について、より深い知識を身につけ、専門性を高めるよう努めた。関連団体とも情報交
換し、国内外の関連会議や研究会に積極的に参加した。具体的には、2014年11月に香港で開催され
た世界盲人連合アジア太平洋中期総会やベトナムで開催されたアジア太平洋障害フォーラム会議に参
加し、さらなるネットワークの構築に努めた。また、2015年9月に東京で開催予定のアジア太平洋
CBR（地域に根ざしたリハビリテーション）国際会議の準備会合や日本国内の事例集の作成部会にも
参加した。事例集は同国際会議にて発表される予定である。

4	啓発（国際理解教育）
実績	 2013年度から開始した「国際理解教育サポートプログラム」を学校に広く案内し、52件の講演を行っ

たほか、各種資料提供なども積極的に行った。

イベント関連では、5回目となる小学生向け夏休みイベントとして「みんなちがうね、でもいっしょ
だね」と題した障がい者支援に関する啓発イベントを、頌栄女子学院のボランティア協力を得て実施
した。また、アフリカンフェスティバル（7/12 ～ 13）、グローバル・フェスタ（10/4 ～ 5）、ミャ
ンマー祭り（10/18 ～ 19）等の大型国際協力関連イベントに加え、ブラインドサッカー世界選手権
併催イベント（11/22 ～ 24）、地元品川区のイベントにも積極的に参加し、AAR事業の紹介を行った。

5	キラーロボット（殺傷ロボット）反対キャンペーン
実績	 「キラーロボット（殺傷ロボット）反対キャンペーン

（Campaign to Stop Killer Robots）」の運営委員として、
2014年5月にジュネーブで行われた特定通常兵器使用禁止
制限条約（CCW）非公式専門家会合に理事長と職員1名が
参加し、全体会合での発言およびロビー活動を行った。会
合の様子はホームページ、会報などで報告し、職員向けに
は国際的な議論の動きについて報告会を行った。国内では、
キラーロボットに関する問い合わせ対応や、学生向けの講
演などを通して同キャンペーンの理解促進に努めた。

写真展「女性と地雷」開催記念式典には各
国大使館などから多数の来賓が出席した
（2014 年 12月）

ジュネーブで開催された CCW専門家会合
でキラーロボットの規制の必要性を訴える
AAR理事長の長有紀枝（2014 年 5月）
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6	調査・研究
実績	 AARの活動および日本の国際協力分野の進展に寄与するた

め、広く国際協力に関連する調査・研究活動を行った。防
災分野では、国内や海外の知見を当会の緊急支援事業の実
施に活用するとともに、障がい者の避難所訓練や防災シン
ポジウムを開催して発信した。

7	在日難民支援など
実績	 姉妹団体「社会福祉法人さぽうと２１」との協力を継続し

た。難民、在日外国人などとの交流を促進し、職員の在日
難民問題についての認識も深めた。また、会長の柳瀬房子
が法務省難民参与員として、難民不認定処分を受け不服申
し立てした難民の審査について意見を述べるとともに、異
議申立人の意見陳述に立会って審理にあたり、法務大臣に
意見を提出した。

8	広報・募金活動
実績	 2014年11月24日に創立35周年を迎えたことから、35周

年記念ロゴを作成し、広報物に使用して会の実績をアピー
ルしたほか、複数の記念行事を実施した。6月21日には通
常総会に合わせて「35周年の集い」を開催し、これまでの
活動とその成果を報告するとともに、次の35年に向けた決
意を表明した。また、国際協力の輪を日本全国へさらに広
げようと、「あなたの町でお話しします！　国際協力の最前
線」と題したキャンペーンを展開し、北海道から長崎まで、
駐在員を中心に全国で16回の講演会を開催し、約600名が
参加した。

ファンドレイジングにおいては、新規の支援企業の開拓に
特に力を注いだ。渉外担当者を中心としつつ、全ての職員
が一丸となって行うものとの意識を徹底し、年末年始や駐
在員の帰国時などに積極的に企業を訪問した。また、2013
年に発足した「ファンドレイジング・ボランティア」は第
2期、3期のメンバーを迎え、パン教室やウォーキングなど、
5回のチャリティイベントを実施。いずれの回でも収益目
標を達成した。

支援者対応においては、東北を含め海外事務所から寄付者
にお礼のポストカードを送るなど、丁寧なコミュニケー
ションに努めた。さらに、ご寄付のお礼の際にはマンス
リーサポーターのご案内や、中古本による寄付のプログラ
ムをご紹介するなど、継続的なご支援がいただけるよう
工夫した。2014年度はのべ23,805件のご寄付を頂いた。
2015年3月末時点での正会員は184名、協力会員は791
名、マンスリーサポーター数は1,109名である。

正会員：
総会等を通じて会の活動や運営に関わ
る。年に1度の総会での議決権がある。

協力会員：
総会等を通じて会の活動や運営に関わ
る。総会での議決権はなし。

マンスリーサポーター：
毎月定額の寄付を通じてAARの活動を
支える。総会での議決権はなし。
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9	報告会
実績	 AARの活動についてより多くの方に知っていただくため、駐在員帰国時を中心に、積極的に報告会を

開催した。秋には創立35周年を記念し、ジャーナリストの池上彰氏らを迎えたシンポジウムを開催
した。

2014年4月11日 地雷対策の現場から―不発弾被害者ナデルが生きる道　サナが守る子どもたちの未来―｜ 
  グローバルユースビューロー｜参加者34人
 4月18日 NGO職員のやりがいも苦労も全部見せます！ただいま東南アジアで奮闘中｜AAR3階｜ 
  参加者21人
 4月26日 みんなの「楽しい」が支援になる日｜参加者63人
   -パン de ボランティア（目黒区民センター社会教育館）
   -観光ジョグ de ボランティア（東京タワー周辺）
   -東京タワー de ボランティア（東京タワー）
 7月2日 独立から3年　南スーダンの平和をあきらめない｜3×3 Labo｜参加者80人
 7月15日 フィリピン台風被災者支援の現場から　駐在員の168日｜AAR3階｜参加者27人
 8月9日 LINE ～みんながつながる支援の道 in 鎌倉～｜参加者12人
 8月9日 地雷教室「教えてサニーちゃん、地雷ってなあに？」｜葉祥明美術館｜参加者24人
 8月20日 みんなちがうね、でもいっしょだね―障がいと国際協力について考えよう―｜ 
  3331 Arts Chiyoda｜参加者34人
 9月27日 トルコパンでシリアうパン教室｜目黒区民センター社会教育館｜参加者33人
 11月11日 シリア難民支援　緊急報告会｜AAR3階｜参加者53人
 11月27日 〈AAR創立35周年記念シンポジウム〉いま私たちはどんな世界に生きているのか　 
  国際協力が描く未来｜国連大学 ウ・タント国際会議場｜参加者241人
 12月13日 Year End Party 2014 for Syrian Refugees（シリア難民支援チャリティパーティ）｜ 
  目黒区青少年プラザ5階調理室｜参加者20人
 12月17日～ 19日 写真展「女性と地雷―対人地雷禁止条約発効から15年を記念して―」｜ 
  憲政記念館｜来場者数約190人（3日間のべ人数）／ 12/18記念式典参加者数49人
2015年2月11日 北欧雑貨とパンを作って国際協力｜目黒区民センター社会教育館｜参加者37人
 2月25日 報告会「福島の障がいのある方々の復興とチャレンジ」｜TIP*S/3×3 Labo｜ 
  参加者20人
 3月15日～ 16日 被災地の「今」を知り、「これから」を考えるバスツアー｜福島県相馬市、南相馬市、浪江町、 
  いわき市｜参加者84人
 3月22日 第2回 リレーマラソン地球　～地雷ではなく花をください～｜千葉県立柏の葉公園 
  総合競技場｜参加者769人
 3月28日 ワークショップ「シリア難民の子どもたちの声をきいてください」｜葉祥明美術館｜参加者24人

創立 35周年記念シンポジウムには 200名
以上の聴衆が集まった（2014 年 11月）
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10	 チャリティコンサート、チャリティグッズ販売など
実績	 チャリティコンサートでは、11月3日、「AAR創立35周年記念チャリティコンサート#3」として、

東京オペラシティコンサートホールにて、メゾソプラノの藤村実穂子によるリサイタルを開催した
（ピアノ：ヴォルフラム・リーガー）。前日の11月2日に紫綬褒章の受賞が発表されたばかりの藤村氏
はのびやかに歌曲を歌いあげ、終了後のサイン会は長蛇の列ができた。

チャリティグッズ販売においては、廃番となっていた人気商品のサニーちゃんネクタイを、要望に応
えて新たに生産し、販売を開始した。秋・冬には六花亭製菓株式会社の協力によるチャリティチョ
コレートを今年度も販売。多数の企業が販売会の開催に協力くださったほか、全国の新聞各紙やイン
ターネットニュースでも紹介され、約14,000個の販売となった。

11	 NGO 相談員
実績	 外務省からの委託を受け、NGOや国際協力に関する一般からの相談・質問への対応業務を実施した。

2014年5月から2015年3月末現在までに、メディアや企業、学生などからの830件の相談・質問に
対応した。この間、愛媛や新潟、京都など全国8 ヵ所の学校や市民グループ、国際協力イベントなど
に職員を派遣し、講演を行った。また毎月外務省へ提出する相談員業務の報告書においては、相談者
にNGOや国際協力、途上国事情などについて理解や興味を深めてもらえるよう、質問への回答その
ものだけでなく丁寧な詳細説明や参考情報の提供を行っていることも説明し、NGOが一般市民の国際
協力に対する理解促進に欠かせない役割を担っていることを強調した。

12	 事業実施体制
実績	 海外16 ヵ国、および東北において、33の支援事業を実施した。海外事務所には、従来同様、それぞ

れ複数の職員を派遣することで安定的な運営を図った。年度末の駐在員数は、フィリピン台風被災者
緊急支援やケニア水・衛生支援の満了にともない、前年度末より4名減って、25名となった。国内で
は、仙台事務所業務の一部東京への移管と相馬事務所の閉鎖により、東北の職員数を8名減らし、4
名とした。これにより、福島県において限られた資金で継続的な支援を実施する体制を整えた。3月
31日現在の東京事務局の職員は53名(前年53名)。合計職員数は82名(同94名)。

8月には海外駐在員の約半数、東北職員、東京職員が集まって、研修と会議を実施した。また、それ
ぞれの職員が必要に応じて研修を受ける機会を設けた。さらに、中長期計画の策定も進め、これらに
より組織力の強化を図った。

海外駐在員から東京事務局勤務への異動をスムーズにして職員の定着を図ることで事業がより安定的
に実施できるよう、異動にともなう制度を拡充した。

東京事務局では、会報発送、啓発イベント開催などの活動に約50名のボランティアが積極的に参加
した。また、2013年度から開始したファンドレイジングボランティアも新しい趣向の企画によるイ
ベントを開催した。

「社会福祉法人さぽうと２１」と協働で東北支援を実施するなど、各分野の他団体との協力しながら、
国内および海外での活動を進めた。

説明責任や情報公開など社会的責任に関する国際規格「ISO26000」を活用し、説明責任や透明性、
労働慣行や人権・環境面に配慮した活動という観点から、組織の課題を検討し、文書管理規程を策定
したり、グリーン商品の購入を進めるなどした。
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附属明細書

収益勘定収支明細　自平成 26年（2014 年）4月 1日　至平成 27年（2015 年）3月 31日

収入の部
科　　目 2014 年度決算 2014 年度予算 対比（決算－予算）

金額（円） 構成比（％） 金額（円） 金額（円）
チャリティグッズ・イベント等売上

コンサート・イベント 9,818,561 16,000,000 –6,181,439
チャリティグッズ 11,848,796 13,000,000 –1,151,204
受託収入 （注 11） 2,251,599 2,900,000 –648,401

計 23,918,956 98.5% 31,900,000 –7,981,044
その他

著作権収入 93,104 0 93,104
雑収入 270,002 0 270,002
受取利息 398 0 398

計 363,504 1.5% 0 363,504

収入合計 (H) 24,282,460 100.0% 31,900,000 –7,617,540

支出の部
科　　目 2014 年度決算 2014 年度予算 対比（決算－予算）

金額（円） 構成比（％） 金額（円） 金額（円）
チャリティグッズ・イベント等仕入・費用

コンサート・イベント 6,814,052 12,900,000 –6,085,948
チャリティ・グッズ 8,513,172 8,000,000 513,172
受託支出 331,547 500,000 –168,453
他勘定振替 –341,683 0 –341,683

計 15,317,088 60.7% 21,400,000 –6,082,912
販売管理費（注 12）

人件費 6,782,883 6,100,000 682,883
販売費および一般管理費 3,147,878 3,200,000 –52,122

計 9,930,761 39.3% 9,300,000 630,761
支出合計 (I) 25,247,849 100.0% 30,700,000 –5,452,151

当期経常収支差額 (H−I)=(J) –965,389
法人税等支払額 (K) –924,900
一般勘定繰入金 (L) 724,814
当期収支差額 (J+K+L)=(M) –1,165,475
棚卸評価益等 (N) 341,683
棚卸増加額 (O) 583,033
貯蔵品減少額 (P) 775
当期正味資産増加額 (J+L-N+O-P) 0
当期課税対象利益 –672,814
注11：外務省NGO相談費
注12：詳細は31頁の「収益勘定管理費明細」を参照

30　　 第２号議案  平成 26 年度（2014 年度）決算報告 AAR Japan［難民を助ける会］



海外プロジェクト費明細

内　訳
2014 年度	

決算
2014 年度	

予算
対比	

（決算－予算）
金額（円） 金額（円） 金額（円）

ラオス
①障がい者の社会参加促進 24,911,205 25,700,000 –788,795
②障がい児福祉施設支援 391,504 2,600,000 –2,208,496 (a)
③草の根無償フォローアップ事業 420,845 400,000 20,845
④クラスター爆弾を含む不発弾被害者支援 11,499,539 3,700,000 7,799,539 (b)
⑤応急治療体制の強化 4,511,469 29,500,000 –24,988,531 (c)

計 41,734,562 61,900,000 –20,165,438
カンボジア

①車いす普及支援 4,109,394 6,300,000 –2,190,606
②障がい児インクルーシブ教育推進 10,191,520 21,200,000 –11,008,480 (d)

計 14,300,914 27,500,000 –13,199,086
ミャンマー

①障がい者のための就労・就学支援 34,007,913 42,700,000 –8,692,087
②子どもの未来（あした） 2,388,707 3,900,000 –1,511,293
③カレン州における国内避難民の生活環境改善 45,496,244 41,100,000 4,396,244

計 81,892,864 87,700,000 –5,807,136
フィリピン

①家屋修繕資材供与および教育再開支援 37,823,778 27,600,000 10,223,778
②防災教育 0 10,700,000 –10,700,000 (e)
③被災した障がい者への補助具配布 3,969,520 14,800,000 –10,830,480 (f)

計 41,793,298 53,100,000 –11,306,702
スリランカ

①障がい者・地雷被害者の社会参加促進支援 0 2,400,000 –2,400,000 (g)
計 0 2,400,000 –2,400,000

インド
①カシミールにおける女性支援 2,030,937 3,000,000 –969,063

計 2,030,937 3,000,000 –969,063
パキスタン

①教育・衛生環境改善 76,911,545 77,100,000 –188,455
計 76,911,545 77,100,000 –188,455

アフガニスタン
①地雷回避教育・地雷被害者を含む障がい者支援 51,697,935 46,600,000 5,097,935
②地雷・不発弾除去支援 7,379,705 12,200,000 –4,820,295 (h)
③市民社会の能力強化 507,670 1,000,000 –492,330

計 59,585,310 59,800,000 –214,690
タジキスタン

①障がい児インクルーシブ教育推進 34,726,865 45,500,000 –10,773,135 (i)
②障がい者職業訓練 0 5,200,000 –5,200,000 (j)

計 34,726,865 50,700,000 –15,973,135
トルコ／シリア

①シリア難民支援
 （トルコ国内での社会生活再構築支援） 91,412,425 60,500,000 30,912,425 (k)

②シリア避難民支援
 （シリア国内における紛争人道支援） 89,392,742 101,400,000 –12,007,258

計 180,805,167 161,900,000 18,905,167
スーダン

①地雷回避教育 51,551,926 59,600,000 –8,048,074
②感染症対策 757,720 8,300,000 –7,542,280 (l)

計 52,309,646 67,900,000 –15,590,354
南スーダン

①水衛生・基礎保健 98,592,297 124,500,000 –25,907,703 (m)
②教育環境改善（図書室） 290,723 2,800,000 –2,509,277 (n)

計 98,883,020 127,300,000 –2,509,277
ケニア

①水衛生環境改善 45,677,672 89,200,000 –43,522,328 (o)
②南スーダン難民への緊急支援 22,297,620 18,500,000 3,797,620

計 67,975,292 107,700,000 3,797,620
ウガンダ

①地雷被害者の生計支援 3,383,438 3,800,000 –416,562
計 3,383,438 3,800,000 –416,562

ザンビア
① HIV/ エイズ対策（服薬支援） 84,566,758 99,100,000 –14,533,242
②エイズ遺児就学支援 2,524,486 4,000,000 –1,475,514

計 87,091,244 103,100,000 –16,008,756
ハイチ

①衛生環境改善および衛生啓発 51,837,524 49,100,000 2,737,524
②障がい児の就学支援 630,816 0 630,816

計 52,468,340 49,100,000 3,368,340
緊急支援他

①アフガニスタン水害支援（バダフシャン） 2,310,846
②シリア難民（コバニ）緊急支援 35,509,194
③フィリピン台風 22 号調査 148,582
④バヌアツサイクロン被災者支援 1,384,207

計 39,352,829 25,500,000 13,852,829
海外プロジェクト費合計 935,245,271 1,069,500,000 –134,254,729

一般勘定管理費明細

内　訳
2014 年度	

決算
金額（円）

人件費
給料手当 21,912,025
法定福利費・厚生費 5,238,595
退職給付費用 3,040,000 (p)

計 30,190,620
その他管理費

家賃・管理費 14,246,623
通信費 673,501
水道光熱費 1,361,918
機器保守メンテナンス料 466,187
リース料 510,618
消耗品・備品 586,762
支払手数料 874,781
支払報酬料 1,315,968
印刷費（総会関連・コピー紙等） 123,184
賃借料（倉庫料） 894,244
駐在員会議費用 628,504
交通費ほか 684,338

計 22,366,628
一般勘定管理費合計 52,557,248

収益勘定管理費（販売管理費）明細

内　訳
2014 年度	

決算
金額（円）

販売費および一般管理費
給与手当 6,149,728
法定福利費 633,155
家賃・管理費 1,716,228
機器保守メンテナンス 134,989
支払報酬料 261,560
通信費 158,999
租税公課 705,900
リース料 170,202
その他 0

計 9,930,761

管理費合計 62,488,009（一般勘定＋収益勘定）

海外助成団体明細
団体名 金額（円）

AMERICARES FOUNDATION INC 35,105,418
Deseret International Charities 853,695
DEUTSCHER CARITASVERBAND 33,578,300
International Medical Corp. 1,169,628
Japan Tabacco International 7,545,881
Accenture Northern Trust（返還金） –6,078,060

計 72,174,862

(a) 予算編成時に配分した経費を実情にあわせて同国
の他事業に配分したため。

(b) 事業期間を延長して実施した。
(c) 調査を行い、ニーズの高い母子保健事業を2015

年度に実施することとした。
(d) 助成金の承認が遅れ、事業の実施開始が遅れたため。
(e) 他団体の支援動向や、最新の状況調査結果に鑑

み、当会が当該事業を行う必要性が計画時より低
くなったと判断し、計画を中止した。

(f) 計画時よりも緊急的な必要性が低く、支援を縮小
したため。

(g) 当初予定していた協力団体の体制が代わり、他に
適当な提携団体が見つからなかったため実施に至
らなかった。

(h) 予算編成時に配分した経費を実情にあわせて同国
の他事業に配分したため。

(i) 助成金の承認が遅れ、実施開始が遅れたため。
(j) 計画時に見込んでいた助成金を受けられず、実施

に至らなかった。
(k) シリア内戦の激化により、当該事業の規模を拡大

したため。
(l) 計画時に見込んでいた助成金を受けられず、規模

を縮小したため。
(m) 計画時の見込みより助成金額が少なく、規模を縮

小したため。
(n) 予算編成時に配分した経費を実情にあわせて同国

の他事業に配分したため。
(o) 事業地（ガリッサ）に退避勧告が発出された結果、年

度後半に予定していた事業が実施できなかったため。
(p) 中退協 ・退職金
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平成 26 年度（2014 年度）　活動計算書
平成 26年（2014 年）4月 1日から平成 27年（2015 年）3月 31日まで

（単位：円）

科　　目 特定非営利活動	
に係る事業 その他の事業 合　　計

一般正味財産増減の部
Ⅰ　経常収益

１ 受取会費
正会員受取会費 1,134,000 1,134,000
協力会員受取会費 3,485,000 3,485,000

２ 受取寄付金
受取寄付金 174,188,811 174,188,811
受取寄付金等振替額 174,610,375 174,610,375
資産受贈益 7,398,616 7,398,616

３ 受取助成金等
民間助成金 11,756,244 11,756,244
公的助成金 811,469,182 811,469,182

４ 事業収益
イベントの開催 9,818,561 9,818,561
物品の販売 11,848,796 11,848,796
受託収益 2,251,599 2,251,599
その他の事業収益 93,104 93,104

５ その他収益
受取利息 53,706 498 54,204
受託収入 4,933,828 4,933,828
為替評価益 19,302,606 19,302,606
雑収入 4,271,039 270,002 4,541,041

　経常収益計 1,212,603,407 24,282,560 1,236,885,967

Ⅱ　経常費用
１ 事業費

(1) 人件費（国内）
給料手当 279,267,317 6,149,728 285,417,045
退職給付費用 815,000 815,000
法定福利費 35,318,778 633,155 35,951,933
福利厚生費 1,019,200 1,019,200
人件費計 316,420,295 6,782,883 323,203,178

(2) その他経費
海外人件費 83,129,237 83,129,237
直接事業費（配布・機材・支援） 711,834,766 2,951,163 714,785,929
渡航費 48,597,618 48,597,618
旅費交通費 16,473,941 159,926 16,633,867
減価償却費 10,361,957 10,361,957
印刷製本費 7,226,179 557,230 7,783,409
宣伝広告費 612,612 1,531,440 2,144,052
通信運搬費 12,901,391 1,190,859 14,092,250
賃借料 8,212,440 1,716,228 9,928,668
支払報酬・手数料 19,582,951 2,087,443 21,670,394
売上原価 6,600,048 6,600,048
その他費目 12,771,379 1,360,154 14,131,533
その他経費計 931,704,471 18,154,491 949,858,962

事業費計 1,248,124,766 24,937,374 1,273,062,140

36　　 第２号議案  平成 26 年度（2014 年度）決算報告 AAR Japan［難民を助ける会］



２ 管理費
(1) 人件費

給料手当 21,912,025 21,912,025
退職給付費用 3,270,000 3,270,000
法定福利費 4,391,433 4,391,433
福利厚生費 847,162 847,162

					人件費計 30,420,620 30,420,620
(2) その他経費

消耗品・備品費 586,762 586,762
水道光熱費 1,361,918 1,361,918
通信運搬費 673,501 673,501
地代家賃 14,246,623 14,246,623
旅費交通費 1,577,927 1,577,927
支払報酬・手数料 2,190,749 2,190,749
減価償却費 456,294 456,294
諸会費 93,280 93,280
その他の費目 2,514,718 2,514,718

					その他経費計 23,701,772 0 23,701,772
管理費計 54,122,392 0 54,122,392

　経常費用計 1,302,247,158 24,937,374 1,327,184,532

当期経常増減額 –89,643,751 –654,814 –90,298,565

Ⅲ　経常外収益
　経常外収益計 0 0 0

Ⅳ　経常外費用
固定資産除却損 4,328,965 4,328,965
前期修正損 623,980 623,980
棚卸廃棄損 0

　経常外費用計 4,952,945 0 4,952,945

経理区分振替額 –724,814 724,814 0
税引前当期正味財産増減額 –95,321,510 70,000 –95,251,510
法人税、住民税および事業税 70,000 70,000
当期一般正味財産増減額 –95,321,510 0 –95,321,510

前期繰越一般正味財産額 566,081,914
次期繰越一般正味財産額 470,760,404

指定正味財産増減の部
受取寄付金 53,650,607
資産受贈益 5,276,536
受取補助金等 66,775,286
一般正味財産への振替額 174,610,375
当期指定正味財産増減額 –48,907,946

前期繰越指定正味財産額 224,741,745
次期繰越指定正味財産額 175,833,799

正味財産期末残高 646,594,203
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平成 26 年度（2014 年度）　計算書類の注記
平成 26年（2014 年）4月 1日から平成 27年（2015 年）3月 31日まで

１．重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準（2010年7月20日　2011年NPO法人会計基準協議会）によっています。

（1）棚卸資産の評価基準および評価方法
棚卸資産の評価基準は原価基準により、評価方法は最終仕入原価法によっています。

（2）固定資産の減価償却の方法
有形・無形固定資産の減価償却は定額法によっています。

（3）引当金の計上基準
　　・退職給付引当金

従業員の将来の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務金額に基づき当期末において発生し
ていると認められる金額を計上しています。なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算
しています。

（4）消費税等の会計処理
消費税等は税込金額により処理しています。

2．事業別損益の状況（指定正味財産を含む）

科目 難民等への緊急援助・支援
活動ならびに国際協力活動

難民等の就職、世話活動	
ならびに支援活動

人権の擁護および平和の	
推進を図るための情報収集	

ならびに啓発活動
イベントの開催 科目 物品、書籍の販売 業務受託事業 事業部門計 管理部門 合計

Ⅰ	経常収益 Ⅰ	経常収益
　1 受取会費 0 　1 受取会費 0 4,619,000 4,619,000
　2 受取寄付金 80,752,976 2,100,608 14,726,202 　2 受取寄付金 97,579,786 142,934,784 240,514,570
　3 受取助成金等 779,125,515 110,875,197 　3 受取助成金等 890,000,712 890,000,712
　4 事業収益 9,818,561 　4 事業収益 11,941,900 2,251,599 24,012,060 24,012,060
　5 その他収益 24,247,434 3,109,307 37,947 270,002 　5 その他収益 498 27,665,188 1,166,491 28,831,679
　経常収益計 884,125,925 116,085,112 14,764,149 10,088,563 　経常収益計 11,942,398 2,251,599 1,039,257,746 148,720,275 1,187,978,021
Ⅱ	経常費用 Ⅱ	経常費用
(1) 人件費（国内） (1) 人件費（国内）
　　給料手当 224,557,552 14,219,517 40,490,248 2,524,420 　　給料手当 3,046,407 578,901 285,417,045 21,912,025 307,329,070
　　退職給付費用 815,000 　　退職給付費用 815,000 3,270,000 4,085,000
　　法定福利費 28,386,868 1,517,168 5,414,742 259,594 　　法定福利費 313,412 60,149 35,951,933 4,391,433 40,343,366
　　福利厚生費 979,406 39,794 　　福利厚生費 1,019,200 847,162 1,866,362
　人件費計 254,738,826 15,736,685 45,944,784 2,784,014 　人件費計 3,359,819 639,050 323,203,178 30,420,620 353,623,798
(2) その他経費 (2) その他経費
　　海外人件費 66,882,564 16,246,673 　　海外人件費 83,129,237 83,129,237
　　直接事業費 677,115,511 34,341,065 378,190 2,951,163 　　直接事業費 714,785,929 714,785,929
　　渡航・旅費交通費 57,872,005 3,813,423 3,386,131 30,352 　　渡航・旅費交通費 44,699 84,875 65,231,485 1,577,927 66,809,412
　　賃借料 8,212,440 703,653 　　賃借料 849,533 163,042 9,928,668 14,246,623 24,175,291
　　通信運搬費 2,707,983 280,263 9,913,145 433,650 　　通信運搬費 757,209 14,092,250 673,501 14,765,751
　　減価償却費 10,359,759 2,198 　　減価償却費 10,361,957 456,294 10,818,251
　　支払報酬・手数料 14,873,327 276,036 4,433,588 1,818,164 　　支払報酬・手数料 225,955 43,324 21,670,394 2,190,749 23,861,143
　　印刷製本費 1,626,991 5,599,188 7,470 　　印刷製本費 303,088 246,672 7,783,409 7,783,409
　　宣伝広告費 612,612 1,531,440 　　宣伝広告費 2,144,052 2,144,052
　　売上原価 　　売上原価 6,600,048 6,600,048 6,600,048
　　その他の費目 6,431,523 686,016 5,653,840 557,663 　　その他の費目 673,276 129,215 14,131,533 4,556,678 18,688,211
　その他経費計 846,082,103 55,645,674 29,976,694 8,033,555 　その他経費計 9,453,808 667,128 949,858,962 23,701,772 973,560,734
　経常費用計 1,100,820,929 71,382,359 75,921,478 10,817,569 　経常費用計 12,813,627 1,306,178 1,273,062,140 54,122,392 1,327,184,532
当期経常増減額 –216,695,004 44,702,753 –61,157,329 –729,006 当期経常増減額 –871,229 945,421 –233,804,394 94,597,883 –139,206,511

当期経常増減額内訳
一般正味財産経常増減額 –90,298,565

指定正味財産増減額 –48,907,946
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科目 難民等への緊急援助・支援
活動ならびに国際協力活動

難民等の就職、世話活動	
ならびに支援活動

人権の擁護および平和の	
推進を図るための情報収集	

ならびに啓発活動
イベントの開催 科目 物品、書籍の販売 業務受託事業 事業部門計 管理部門 合計

Ⅰ	経常収益 Ⅰ	経常収益
　1 受取会費 0 　1 受取会費 0 4,619,000 4,619,000
　2 受取寄付金 80,752,976 2,100,608 14,726,202 　2 受取寄付金 97,579,786 142,934,784 240,514,570
　3 受取助成金等 779,125,515 110,875,197 　3 受取助成金等 890,000,712 890,000,712
　4 事業収益 9,818,561 　4 事業収益 11,941,900 2,251,599 24,012,060 24,012,060
　5 その他収益 24,247,434 3,109,307 37,947 270,002 　5 その他収益 498 27,665,188 1,166,491 28,831,679
　経常収益計 884,125,925 116,085,112 14,764,149 10,088,563 　経常収益計 11,942,398 2,251,599 1,039,257,746 148,720,275 1,187,978,021
Ⅱ	経常費用 Ⅱ	経常費用
(1) 人件費（国内） (1) 人件費（国内）
　　給料手当 224,557,552 14,219,517 40,490,248 2,524,420 　　給料手当 3,046,407 578,901 285,417,045 21,912,025 307,329,070
　　退職給付費用 815,000 　　退職給付費用 815,000 3,270,000 4,085,000
　　法定福利費 28,386,868 1,517,168 5,414,742 259,594 　　法定福利費 313,412 60,149 35,951,933 4,391,433 40,343,366
　　福利厚生費 979,406 39,794 　　福利厚生費 1,019,200 847,162 1,866,362
　人件費計 254,738,826 15,736,685 45,944,784 2,784,014 　人件費計 3,359,819 639,050 323,203,178 30,420,620 353,623,798
(2) その他経費 (2) その他経費
　　海外人件費 66,882,564 16,246,673 　　海外人件費 83,129,237 83,129,237
　　直接事業費 677,115,511 34,341,065 378,190 2,951,163 　　直接事業費 714,785,929 714,785,929
　　渡航・旅費交通費 57,872,005 3,813,423 3,386,131 30,352 　　渡航・旅費交通費 44,699 84,875 65,231,485 1,577,927 66,809,412
　　賃借料 8,212,440 703,653 　　賃借料 849,533 163,042 9,928,668 14,246,623 24,175,291
　　通信運搬費 2,707,983 280,263 9,913,145 433,650 　　通信運搬費 757,209 14,092,250 673,501 14,765,751
　　減価償却費 10,359,759 2,198 　　減価償却費 10,361,957 456,294 10,818,251
　　支払報酬・手数料 14,873,327 276,036 4,433,588 1,818,164 　　支払報酬・手数料 225,955 43,324 21,670,394 2,190,749 23,861,143
　　印刷製本費 1,626,991 5,599,188 7,470 　　印刷製本費 303,088 246,672 7,783,409 7,783,409
　　宣伝広告費 612,612 1,531,440 　　宣伝広告費 2,144,052 2,144,052
　　売上原価 　　売上原価 6,600,048 6,600,048 6,600,048
　　その他の費目 6,431,523 686,016 5,653,840 557,663 　　その他の費目 673,276 129,215 14,131,533 4,556,678 18,688,211
　その他経費計 846,082,103 55,645,674 29,976,694 8,033,555 　その他経費計 9,453,808 667,128 949,858,962 23,701,772 973,560,734
　経常費用計 1,100,820,929 71,382,359 75,921,478 10,817,569 　経常費用計 12,813,627 1,306,178 1,273,062,140 54,122,392 1,327,184,532
当期経常増減額 –216,695,004 44,702,753 –61,157,329 –729,006 当期経常増減額 –871,229 945,421 –233,804,394 94,597,883 –139,206,511

当期経常増減額内訳
一般正味財産経常増減額 –90,298,565

指定正味財産増減額 –48,907,946

（単位：円）
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3．使途等が制約された寄付金等の内訳
使途等が制約された寄付金等の内訳（正味財産の増減および残高の状況）は以下の通りです。
当法人の正味財産は646,594,203円ですが、そのうち181,170,816円は、下記のように使途が特定されて
います。したがって使途が制約されていない正味財産は465,423,387円です。

（単位：円）
内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

難民等への緊急支援事業
寄付金・助成金 248,503,645 142,994,960 210,327,789 181,170,816

翌期に使用予定の難民等
への緊急・支援事業活動
資金（主に東日本震災関
連事業費）

難民等への緊急支援・国
際協力活動支援補助金 – 811,469,182 811,469,182 –

補助金の総額
1,312,933,691 円のうち
活動計算書に計上した額
は 811,469,182 円で差
額 501,464,509 円は未
払金前受金に含めて計上
してあります

合計 248,503,645 954,464,142 1,021,796,971 181,170,816

4．固定資産の増減内訳
（単位：円）

科目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額
有形固定資産
　車両運搬具 64,504,771 140,000 10,014,497 54,630,274 40,232,170 14,398,104
　什器備品 28,273,998 469,800  656,517 28,087,281 23,004,064 5,083,217
　建物・構築物 28,573,379 0 0 28,573,379 17,090,083 11,483,296
無形固定資産
投資その他の資産
　敷金 8,525,260 450,000 640,000 8,335,260 0 8,335,260
合計 129,877,408 1,059,800 11,311,014 119,626,194 80,326,317 39,299,877

5．役員およびその近親者との取引の内容
役員およびその近親者との取引は以下の通りです。

（単位：円）
科目 計算書類に計上された金額 内役員および近親者との取引

（活動計算書）
受取会費 4,619,000 42,000
受取寄付金 240,514,570 1,347,937
事業収益 24,012,060 200,938
活動計算書計 269,145,630 1,590,875

（貸借対照表） 該当なし 該当なし
貸借対照表計

6．その他特定非営利活動法人の資産、負債および正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明ら
かにするために必要な事項
・事業費と管理費の按分方法

各事業の経費および事業費と管理費に共通する経費のうち、給料手当、退職給付費用、福利厚生費および
旅費交通費については従事割合に基づき按分しています。

・「事業別損益の状況」の経常収益欄で使途等が制約されてない会費・寄付金等は管理費の科目に含めています。
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特定非営利活動法人アースエイドソサエティ
アクセンチュア株式会社
株式会社アチーブメント
アナブルベル
安養寺「にんげん」の会
株式会社ECC
イオン株式会社
イオンエンターテイメント株式会社
イオン九州株式会社
イオンクレジットサービス株式会社
イオンディライト株式会社
イオンフードサプライ株式会社
株式会社イオンファンタジー
イオン保険サービス株式会社
イオン北海道株式会社
イオンモール株式会社
イオンリテール株式会社
公益財団法人イオンワンパーセントクラブ
株式会社伊吹電子
株式会社イングラム
ヴィーブヘルスケア株式会社
ウエルシアホールディングス株式会社
うめばやし保育園
大分中村病院
オリジン東秀株式会社
花王株式会社
花王ハートポケット倶楽部
加賀産業株式会社
カトリック小金井教会
かみひとねっとわーく京都事務局
キモノ工房亀岡
仰高みちの会
京都光華中学校／高等学校
銀河グループ
株式会社銀の鈴社
株式会社クエリー
ぐりんらいふ株式会社
KPMGあずさ監査法人
株式会社光洋
国際ICよつ葉会
国際ソロプチミスト長野-みすず
NPO越谷市タップダンスクラブ
小松市立稚松小学校
株式会社彩鳳堂企画
札幌聖心女子学院　社会福祉委員会
社会福祉法人さぽうと21
サンキョ－株式会社
株式会社サンデー
三和パッキング工業株式会社
株式会社ジーフット
渋谷司法書士事務所
頌栄女子学院
昭和大学病院昭月会
新日本アーンスト アンド ヤング税理士法人
学校法人 駿台学園
善勝寺
泉福寺
Sonitus

第三工業有限会社
大成女子高等学校
高野興業株式会社
タキ・オフィス
竹井一郎税理士事務所
谷・阿部特許事務所
株式会社　千歳観光
株式会社ツヴァイ
デルタ航空会社
株式会社　東海ケミカル
東京シティ日本橋ロータリークラブ
東京日本橋西ロータリークラブ
東京日本橋東ロータリークラブ
東京日本橋ロータリークラブ
株式会社虎屋
公益社団法人　日本フィランソロピー協会
日本ロレックス株式会社
沼田法律事務所
公益財団法人　野村生涯教育センター
ハウジングスカイ株式会社
公益財団法人　パブリックリソース財団
浜松クリスチャン・コワイア
久光製薬株式会社
平井内科クリニック
株式会社フィリップスエレクトロニクスジャパン 
株式会社フォンテック
株式会社フレクシェ
鳳友コンサルティング株式会社
本川越法律事務所
公益財団法人　毎日新聞大阪社会事業団
公益財団法人　毎日新聞東京社会事業団
マックスバリュ九州株式会社
マックスバリュ中部株式会社
マックスバリュ東海株式会社
マックスバリュ西日本株式会社
マックスバリュ北海道株式会社
株式会社マルミ電気
株式会社三井住友銀行
三好内外国特許事務所
株式会社未来屋書店
株式会社ミリオンインターナショナル
株式会社　ミルバ
学校法人武蔵野学園むさしの学園小学校
明治安田生命保険相互会社 
明聖高等学校
株式会社メガスポーツ
株式会社モンベル
山梨英和中学校・高等学校
ユースキン製薬株式会社
UBS（UBS証券株式会社、UBS銀行東京支店、UBSグ
ローバル・アセット・マネジメント株式会社）
株式会社リコー
リフォームスタジオ株式会社
れんがの街マラニック事務局
ローラ アシュレイ ジャパン株式会社
六花亭製菓株式会社
和彩厨房KATURA
Global Giving Foundation

平成26年度（2014年度）は、23,805件におよぶ個人または団体の皆さまよりご寄付・ご協力を頂き
ました。ここでは、計10万円以上のご寄付・ご協力、および物品のご寄贈をくださった団体・企業を
ご紹介いたします。
個人の皆さまからも大変多くのご寄付を頂戴しておりますが、個人情報に配慮して団体・企業のみを
ご紹介させていただきます。また助成金をいただいた機関は28ページ、31ページをご参照ください。

（50音順、ABC順）

本年もご協力ありがとうございます
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3	募金活動
概要	 安定した支援事業の展開のため、寄付の

拡大と、毎月定額引き落としのシステム
であるマンスリーサポーターの募集を重
点的に行う。夏・冬のボーナス時期と緊
急支援時を中心に、既存の支援者に加え
新規向けにダイレクトメールの発送と、
インターネット等で多方面から募金キャ
ンペーンを展開する。またイベント開催
時は必ずご寄付の重要性を伝え、参加を
訴えるとともに、マンスリーサポーター
受付コーナーを設置するなど、あらゆる
機会にアピールする。

4	収益事業
概要	 2つの大きなチャリティイベントを開催

する。1回目として、4月29日にサント
リーホールで「チャリティ朗読コンサー
ト〈地雷ではなく花をください〉」を、2
回目として8月22日に新国立劇場でオペ
ラとダンスの融合したイベント「Dance 
and Music for PEACE〈真夏の夜のゆめ〉」
を開催する。また新規支援者獲得のため、
チャリティ商品の開発・販売を引き続き
促進する。六花亭製菓株式会社との協力
によるチャリティチョコレートに加え、
新たなチャリティ商品の開発を検討する。
企画に際してはマーケティングの観点を
盛り込み、新規支援者の増加と収益の目
標を立てるとともに、広報・販売につい
ても戦略を立てる。この他、有料のセミ
ナー・イベント等も開催する。

5	支援者対応
概要	 AC等の効果で新規問い合わせや寄付者

の増加が見込まれることから、支援者対
応の質をより一層高め、支援者の定着を
図る。寄付者へのお礼状や領収書等の速
やかな発送をはじめ、グッズ購入者やイ
ベント参加者へのお礼や、マンスリーサ
ポーターへのグリーティングカードの送
付など、AARに連絡のあった方々への対
応とフォローアップに力を入れる。また、
会報や緊急支援の報告書の送付、活動報
告会などの適宜開催を通じ、寄付金の使
途と活動の成果をわかりやすく伝えると
ともに、説明責任を積極的に果たす。

6	NGO 相談員
概要	 外務省からの委託を受け、広く一般から

のNGOや国際協力などに関する相談、質
問に対応する。
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海外プロジェクト予算明細
内　訳 金額（円） 2014年度決算	

金額（円）
対比（予算－決算）	

金額（円）
ラオス ①障がい者の社会参加促進 23,400,000

②車いすバスケットボール普及支援 9,400,000
③ラオス山岳地域における母子保健サービス強化 36,800,000

69,600,000 41,734,562 27,865,438
カンボジア ①車いす普及支援（障がい者自立支援） 3,300,000

②障がい児のためのインクルーシブ教育推進 43,300,000
計 46,600,000 14,300,914 32,299,086

ミャンマー ①障がい者のための就労支援 31,800,000
②子どもの未来（あした）里親制度 4,100,000
③基礎インフラ・衛生環境改善 43,700,000
④地雷被害者生計支援 5,700,000

計 85,300,000 81,892,864 3,407,136
ネパール ①ネパール地震被災者支援 50,000,000

計 50,000,000 50,000,000
インド ①カシミールにおける女性支援 6,800,000

計 6,800,000 2,030,937 4,769,063
パキスタン ①教育・衛生環境改善および自立支援 71,100,000

計 71,100,000 76,911,545 –5,811,545
アフガニスタン ①地雷回避教育・地雷被害者を含む障がい者支援 52,100,000

②地雷・不発弾除去支援 7,900,000
③アフガニスタン市民社会の能力強化 1,000,000

計 61,000,000 59,585,310 1,414,690
タジキスタン ①障がい児のためのインクルーシブ教育推進 42,200,000

②障がい者協会の組織化と起業支援 1,100,000
計 43,300,000 34,726,865 8,573,135

トルコ・シリア ①シリア難民に対する複合的支援 173,100,000
②シリア避難民に対する食料配付 238,200,000
③不発弾回避教材開発 64,600,000

計 475,900,000 180,805,167 295,094,833
スーダン ①地雷回避教育 25,400,000

②白ナイル州における感染症対策 1,700,000
③水衛生環境改善 59,000,000

計 86,100,000 52,309,646 33,790,354
南スーダン ①東エクアトリア州における水・衛生支援 104,700,000

計 104,700,000 98,883,020 5,816,980
ケニア ①カクマキャンプにおける 

　南スーダン難民への基礎保健支援 106,400,000
計 106,400,000 67,975,292 38,424,708

ウガンダ ①地雷被害者生計支援 6,100,000
②リノ難民キャンプにおける水・衛生支援 59,200,000

計 65,300,000 3,383,438 61,916,562
ザンビア ① HIV/ エイズ対策支援 63,600,000

②母子保健事業 25,900,000
③エイズ遺児就学支援 2,800,000

計 92,300,000 87,091,244 5,208,756
ハイチ ①カルフール地区における障がい児就学支援 51,200,000

計 51,200,000 52,468,340 –1,268,340
バヌアツ ①サイクロン被災者支援 3,000,000

計 3,000,000 0 3,000,000
緊急支援他 ①緊急出動その他 25,000,000

計 25,000,000 39,352,829 –14,352,829

海外プロジェクト予算合計 1,443,600,000 893,451,973 550,148,027
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収益勘定収支予算書
自平成 27年（2015 年）4月 1日　至平成 28年（2016 年）3月 31日

収入の部
科　目 金額（円） 構成比（％） 2014 年度	

決算金額（円）
対比（予算－決算）

金額（円）
チャリティグッズ・イベント等売上

コンサート 25,500,000 61.4%
チャリティグッズ・ 
　チョコレート販売等 13,000,000 31.3%

受託収入（注 3） 2,800,000 6.7%
計 41,300,000 99.5% 23,918,956 17,381,044

その他
その他収入 200,000 0.5% 363,504

計 200,000 0.5% 363,504 –163,504
収入合計	 (E) 41,500,000 100.0% 24,282,460 17,217,540

支出の部
科　目 金額（円） 構成比（％） 2014 年度	

決算金額（円）
対比（予算－決算）

金額（円）
チャリティグッズ・イベント等仕入

コンサート 19,400,000 47.0%
チャリティグッズ・ 
　チョコレート販売等 8,293,000 20.1%

受託支出 500,000 1.2%
他勘定振替 0 0.0%

計 28,193,000 68.3% 15,317,088 12,875,912
販売管理費

人件費 8,500,000 20.6%
販売費および一般管理費 4,600,000 11.1%

計 13,100,000 31.7% 9,930,761 3,169,239 
支出合計 (F) 41,293,000 100.0% 25,247,849 16,045,151
注3： 外務省NGO相談費
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 第５号議案  役員の選任について
退任
• 横山 英子

理事候補（新任）
• 忍

おしだり

足 謙
けんろう

朗（前 国際連合世界食糧計画アジア地域局局長）
• 河

こ う の

野 眞
まこと

（杏林大学保健学部准教授）
※上記以外は重任候補です。

 第 6 号議案  定款の変更について
役員の中に、副会長を置くとともに、役員の任期を2年を超えて定時総会まで延長できるようにするため、以下の
とおり第3章 第13条、第14条、第15条、第16条、第38条を修正する。

第 3 章　役　員　等

（種別及び定数）
第13条 この法人に、次の役員等を置く。
  (1)理事　9名以上30名以内
  (2)監事　2名以上3名以内
 2　理事のうち1人を会長、1人を副会長、1人を理事長、若干名を副理事長、1人を専務理事、9名以内

を常任理事とする。
 3　この法人に役員の他に顧問を置くことができる。

（選　任）
第14条 理事及び監事は、総会において選任する。
 2　会長、副会長、理事長、副理事長及び常任理事は理事の互選とする。
 3　専務理事は、常任理事の中から理事長が任命する。
 4　顧問は理事長がこれを委嘱する。
 5　役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若しくは三親等以内の親族が1人を超えて含

まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び三親等以内の親族が役員の総数の3分の1をこえて含まれるこ
とになってはならない。

 6　法第20条各号のいずれかに該当する者は、この法人の役員になることができない。
 7　監事は、理事又はこの法人の職員、及び顧問を兼ねてはならない。

（職　務）
第15条 会長はこの法人を統括し、この法人に関わる全てことに関し助言、示唆を与える権限を有する。
 2　副会長は会長を補佐する。
 3　理事長はこの法人を代表し、その業務を総理する。特別の緊急事態にあっては理事長が全責任を負っ

てこの法人の方針を決定し、執行することができる。
 4　副理事長は理事長を補佐する。
 5　理事長に事故があるとき又は理事長が欠けたときは、理事長があらかじめ指名した順序によって理事

がその職務を代行する。
 6　専務理事は、事務局を管理し、理事長に不断に業務を報告し、その指示に従ってこの法人の業務を執

行する。
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 7　常任理事は、常任理事会を構成し、この法人の業務を執行する。
 8　理事は、理事会を構成し、この定款の定め及び総会又は理事会の決議に基づき、この法人の業務を執

行する。
 9　監事は、次に掲げる職務を行う。
  (1)理事の業務執行の状況を監査すること。
  (2)この法人の財産の状況を監査すること。
  (3)前2号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正又は法令若しくは定款に 

 違反する重大な事実があることを発見した場合には、これを総会又は所轄庁に報告すること。
  (4)前号の報告をするために必要がある場合には、総会を招集すること。
  (5)理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見を述べること。
 10　顧問は理事長を補佐し、理事長の諮問にこたえる。

（任　期）
第16条 役員の任期は、選任後2年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する通常総会が終結する時ま

でとする。ただし再任を妨げない。
 2　後任の役員が選任されていない場合、任期の末日後最初の通常総会が終結するまでその任期を伸長す

る。
 3　補欠のため、又は増員により就任した役員の任期は、それぞれの前任者又は現任者の任期の残存期間

とする。

（常任理事会の構成）
第38条 常任理事会は、会長、副会長、理事長、副理事長、専務理事及び常任理事をもって構成する。

以上
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AAR	Japan［難民を助ける会］の 
社会的責任についての考え方

社会的責任といえば企業のCSR活動だけが注目されがちですが、持続可能な社会を
実現するためには、企業だけではなくあらゆる組織に責任があり、NGOも例外では
ありません。AARは、支援活動を通じて社会課題の解決を目指すだけでなく、さま
ざまな利害関係者（ステークホルダー）との関わりの中で、組織としての社会的責任
を果たしていきます。

2014 年度の取組み

社会的責任に関する国際規格「ISO26000」を踏まえて、その中核主題として取り
上げられている、組織統治、環境、労働慣行、人権、公正な事業慣行、消費者課題、
コミュニティ参画・発展の各観点から、取り組みを進めています。
2014年度は、2013年度に取り組めなかった課題を中心に、議論を深め、実践に移
しました。具体的な取組状況は下表のとおりです。2015年度もよりよい組織づくり
を進めてまいります。

ISO26000 の 
中核主題 取り組み状況

組織統治 組織統治の透明性と説明責任を重要視し、文書管理や事務局の
意思決定の基本ルールを策定しました。

人権
AARの活動が影響を与えうるすべての方々の人権尊重のため、
団体としての人権に対する考え方を示す「人権方針」の策定を
進めています。

労働慣行 多様なライフスタイルと仕事を両立させるため、どのような制
度が望ましいのか議論を重ねています。

環境 使用済みコピー用紙の再利用と古紙回収を続けています。ま
た、グリーン商品の購入を推奨しています。

公正な事業慣行 倫理的な調達活動を行うため、取引先選定の際、人権侵害行為
の有無や環境問題の取組み状況を意識しています。

消費者課題 * 支援者等の満足度向上のため、様々なご指摘やお褒めの言葉を
共有するしくみを活用しています。

コミュニティ 
参画・発展

東京事務局の所在地である品川区、および区内の市民団体	と
協働しながら、地域の防災への取り組みなどを進めてい	ます。

*「消費者課題」とはISO26000が定めた主題の名称で、「消費者」は一般に資産、製品、サー
ビスなどの購入者・使用者のことを指しますが、AARでは利害関係者（ステークホルダー）
全般と捉え、ご支援くださる寄付者をはじめ、関係する国際機関や地域行政、地域住民、現
地職員や受益者なども含め広く解釈しています。
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